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Ⅰ 投資・財政計画

１ 水道事業会計
(1) 計画作成に当たっての条件設定
ア 水道事業会計における投資についての説明

(ｱ) 収益的支出（税抜き）

① 人件費
・人員は平成２９年度人員で固定
・給与・手当等は平成２９年度当初予算の人件費で固定、退職給
付金は退職給付引当金取り崩し分を計上

② 動力費
・平成２９年度当初予算額で固定

③ 薬品費
・原水及び浄水費・・・過去５年間の実績平均値で固定
・配水費・・・・・・・平成２９年度当初予算額で固定

④ 委託料
・経常分については平成２９年度当初予算額とするほか、実施計
画計上分を加算

⑤ 修繕費
・平成２９年度当初予算額で固定
（ただし、給水費については、平成２９年度から３３年度までを
実施計画値とし、３４年度以降は５カ年の平均）

⑥ 工事請負費
・平成３８年度まで実施計画額

⑦ 物件費ほか
・平成２９年度当初予算額で固定

⑧ 減価償却費
・現時点での減価償却予定額に今後の建設改良事業により生じる
減価償却費を加算して算出

⑨ 資産減耗費
・配水管整備工事に対する資産減耗分の過去５年間の平均割合を
算出し、今後の工事計画額にこの係数を乗じて算出

⑩ 企業債利息
・今後借入分の企業債利息は２％とし、現時点での利息償還予定
額に加算し算出

⑪ 特別損失
・平成２９年度当初予算額で固定

(ｲ) 資本的支出（税込）

① 建設改良費
ⅰ）配水管整備事業費
・工事請負費は配水管整備事業の予定額
・人件費を除く経常経費は平成２９年度当初予算額で固定

ⅱ）施設改良費
・工事請負費は施設改良事業の予定額
・仁井田浄水場の更新にかかる費用を見込まない
・人件費を除く経常経費は平成２９年度当初予算額で固定
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ⅲ）固定資産取得費
・平成３８年度まで実施計画額

ⅳ）人件費
・人員は平成２９年度人員で固定

② 企業債償還金
・現時点での元金償還予定額に今後の企業債借り入れに伴う償還
額を加算して算出
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イ 水道事業会計における財源についての説明

(ｱ) 収益的収入（税抜き）

① 給水収益
ⅰ）生活用水、業務・営業用水、工場用水ごとに有収水量を算出
・生活用水
過去１０年間の生活用水原単位の実績を基にトレンド推計し
た原単位に推計給水人口を乗じて有収水量を算出

・業務・営業用水
業務・営業用水の５年実績によるトレンド推計により有収水
量を算出

・工場用水
工場用水の５年実績によるトレンド推計により有収水量を算
出

ⅱ）算出した有収水量に過去５年間の使用実績をもとに算定した
１㎥あたりの平均単価を乗じて給水収益を算出

② 受託工事収益
・平成３８年度まで実施計画額

③ 他会計補助金
・平成２８年度公営企業繰出基準に基づき算出

④ 国庫補助金
・考慮しない

⑤ 長期前受金戻入
・現時点での予定額に、今後の事業計画に応じた国庫補助金、工
事負担金、加入金分を加算し算出

⑥ 受取利息等
・平成２９年度当初予算額で固定

(ｲ) 資本的収入（税込）

① 企業債
・企業債充当率は５０％
② 他会計出資金
・平成２８年度公営企業繰出基準に基づき算出

③ 国庫補助金
・配水管整備の予定額

④ 工事負担金
・平成３８年度まで実施計画額

⑤ 水道加入金
・平成３２年度までは過去５年間の実績平均値で固定し、３３年
度以降は半額で固定
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２ 下水道事業会計
(1) 計画作成に当たっての条件設定
ア 下水道事業会計における投資についての説明

(ｱ) 収益的支出（税抜き）

① 人件費
・平成３１年度までの職員数は平成２９年度人員とし、給与・手
当は平成２９年度当初予算額で固定
・平成３２年度以降は２名減で固定、退職給付金は退職給付引当
金取り崩し分を計上

② 動力費
・管渠費・・・・・平成２９年度当初予算額で固定
・ポンプ場費・・・平成２９年度当初予算額で固定
・処理場費・・・・平成３１年度までは２９年度当初予算額で

固定とし、３２年度以降は半額で固定 ※１
③ 薬品費
・管渠費・・・・・平成２９年度当初予算額で固定
・ポンプ場費・・・平成２９年度当初予算額で固定
・処理場費・・・・平成３１年度までは２９年度当初予算額で

固定とし、３２年度以降は半額で固定 ※１
④ 委託料
・管渠費・・・・・平成２９年度当初予算額で固定
・ポンプ場費・・・平成２９年度当初予算額で固定
・処理場費・・・・平成３１年度までは２９年度当初予算額で

固定とし、３２年度以降は６０％で固定 ※１
⑤ 修繕費
・管渠費・・・・・平成２９年度当初予算額で固定
・ポンプ場費・・・平成２９年度当初予算額で固定
・処理場費・・・・平成３１年度までは２９年度当初予算額で

固定とし、３２年度以降は半額で固定 ※１
⑥ 手数料
・管渠費・・・・・平成２９年度当初予算額で固定
・ポンプ場費・・・平成２９年度当初予算額で固定
・処理場費・・・・平成３１年度までは２９年度当初予算額で

固定とし、３２年度以降は△ 118,000千円で
固定 ※１

⑦ 工事請負費
・管渠費・・・・・平成２９年度当初予算額で固定
・ポンプ場費・・・平成２９年度当初予算額で固定
・処理場費・・・・平成３１年度までは２９年度当初予算額で

固定とし、３２年度以降は半額で固定 ※１
⑧ 流域下水道費
・各年度の予定額、３２年度以降は統合による増加分を考慮

⑨ 物件費ほか
・平成２９年度当初予算値で固定

⑩ 減価償却費
・現時点での減価償却予定額に今後の建設改良事業により生じる
減価償却費を加算して算出

⑪ 資産減耗費
・平成２９年度当初予算値で固定
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⑫ 企業債利息
・今後借入分の企業債利息は２％とし、現時点での利息償還予定
額に加算し算出

⑬ 特別損失
・平成２９年度当初予算値で固定

※１ 八橋流域下水道統合に伴う維持管理に係る費用の減少を考慮

(ｲ) 資本的支出（税込）

① 建設改良費
ⅰ）管渠建設事業費
・各年度の事業予定額
・人件費を除く経常経費は平成２９年度当初予算額で固定

ⅱ）ポンプ場建設事業費
・平成３８年度まで実施計画額
・人件費を除く経常経費は平成２９年度当初予算額で固定

ⅲ）処理場建設事業費
・平成３８年度まで実施計画額
・人件費を除く経常経費は平成２９年度当初予算額で固定

ⅳ）特定環境保全公共下水道事業費
・平成３８年度まで実施計画額
・人件費を除く経常経費は平成２９年度当初予算額で固定

ⅴ）流域下水道事業費
・各年度の予定額

ⅵ）固定資産取得費
・平成３８年度まで実施計画額

ⅶ）建設総務費
・平成２９年度当初予算額で固定

ⅷ）人件費
・平成２９年度当初予算額で固定、３２年度以降は１名減で固
定

② 企業債償還金
・現時点での元金償還予定額に今後の企業債借り入れに伴う償還
額を加算して算出



参考－ 8

イ 下水道事業会計における財源についての説明

(ｱ) 収益的収入（税抜き）

① 下水道使用料
ⅰ）生活用水、業務・営業用水、工場用水ごとに有収水量を算出
・生活用水
過去１０年間の生活用水原単位の実績を基にトレンド推計し
た原単位に推計接続人口を乗じて有収水量を算出

・業務・営業用水
業務・営業用水の５年実績によるトレンド推計により有収水
量を算出

・工場用水
工場用水の５年実績によるトレンド推計により有収水量を算
出

ⅱ）算出した有収水量に過去５年間の使用実績をもとに算定した
１㎥あたりの平均単価を乗じて給水収益を算出

② 他会計負担金
・平成２８年度公営企業繰出基準に基づき算出

③ 他会計補助金
・平成２８年度公営企業繰出基準に基づき算出

④ 国庫補助金
・考慮しない

⑤ 長期前受金戻入
・現時点での予定額に、今後の事業計画に応じた国庫補助金、工
事負担金、受益者負担金分を加算し算出

⑥ 受取利息等
・平成２９年度当初予算額で固定

(ｲ) 資本的収入（税込）

① 企業債
・建設改良事業に対する企業債の充当率は１００％
・資本費平準化債については、資金残高をもとに計上

② 他会計出資金
・平成２８年度公営企業繰出基準に基づき算出

③ 国庫補助金
・平成３８年度まで実施計画額

④ 工事負担金
・平成３８年度まで実施計画額

⑤ 受益者負担金等
・平成３８年度まで実施計画額
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３ 農業集落排水事業会計
(1) 計画作成に当たっての条件設定
ア 農業集落排水事業会計における投資についての説明

(ｱ) 収益的支出（税抜き）

① 人件費
・人員は平成２９年度人員で固定
・給与、手当は平成２９年度当初予算額で固定
・退職給付金は退職給付引当金取り崩し分を計上

② 動力費
・平成２９年度当初予算額で固定

③ 薬品費
・過去５年間の実績平均値で固定

④ 委託料
・平成２９年度当初予算額で固定

⑤ 修繕費
・平成２９年度当初予算額で固定

⑥ 工事請負費
・平成２９年度当初予算額で固定

⑦ 物件費ほか
・平成２９年度当初予算額で固定

⑧ 減価償却費
・現時点での減価償却予定額に今後の建設改良事業により生じる
減価償却費を加算して算出

⑨ 資産減耗費
・平成２９年度当初予算額で固定

⑩ 企業債利息
・今後借入分の企業債利息は２％とし、現時点での利息償還予定
額に加算し算出

⑪ 特別損失
・平成２９年度当初予算値で固定

(ｲ) 資本的支出（税込）

① 建設改良費
ⅰ）建設改良事業費
・各年度の事業予定額
・人件費を除く経常経費は平成２９年度当初予算額で固定

ⅱ）特排建設事業費
・各年度の事業予定額
・人件費を除く経常経費は平成２９年度当初予算額で固定

ⅲ）人件費
・平成２９年度当初予算額で固定、３２年度以降は１名減で固
定

② 企業債償還金
・現時点での元金償還予定額に今後の企業債借り入れに伴う償還
額を加算して算出
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イ 農業集落排水事業会計における財源についての説明

(ｱ) 収益的収入（税抜き）

① 施設使用料
ⅰ）有収水量を算出
・過去１０年間の生活用水原単位の実績を基にトレンド推計し
た原単位に推計接続人口を乗じて有収水量を算出

ⅱ）算出した有収水量に過去５年間の使用実績をもとに算定した
１㎥あたりの平均単価を乗じて施設使用料を算出

② 他会計補助金
・平成２８年度公営企業繰出基準に基づき算出

③ 国庫補助金
・考慮しない

④ 長期前受金戻入
・現時点での予定額に、今後の事業計画に応じた国庫補助金、工
事負担金、分担金分を加算し算出

⑤ 受取利息等
・平成２９年度当初予算額で固定

(ｲ) 資本的収入（税込）

① 企業債
・建設改良事業に対する企業債の充当率は１００％

② 他会計出資金
・平成２８年度公営企業繰出基準に基づき算出

③ 国庫補助金
・平成３８年度まで実施計画額

④ 工事負担金
・平成３８年度まで実施計画額

⑤ 分担金
・平成３８年度まで実施計画額
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